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第Ⅰ部 共通編 

1. 本ガイドについて 

1.1 ガイドの目的 

「防災・災害情報の公開・二次利用促進のためのガイド」（以下「本ガイド」という。）

は、防災関係機関が作成・保有する防災・災害情報を公開する際に留意すべき事項及び情

報サービス事業者等が防災・災害情報を二次利用して新たな意味・価値を持つ地理空間情

報として情報提供する際に留意すべき事項等を示すことにより、防災・災害情報の公開・

二次利用を促進することを目的としている。 

本ガイドの主な利用者（読者）として、公開については、防災・災害情報を作成・保有

する主要な主体として考えられる地方公共団体（以下「自治体」という。）を想定し、二次

利用については、防災・災害情報を二次利用する情報サービス事業者等の主要な主体とし

て考えられる自治体及び ASP･SaaS 事業者等を想定する。 

本ガイドの想定される効果（メリット）として、防災・災害情報の公開・二次利用が促

進されることにより、被災自治体や被災者等に対して避難や災害対応など自らの意思決定

の判断材料とすることができる様々な情報が提供されるとともに、被災地以外の地域にお

いても被災状況等を把握することができ適切な被災者・被災地域への支援等が可能となる

ことなどが期待される。 

なお、「防災・災害情報」については、法的な定義はなく、その対象も極めて広範囲かつ

膨大である。このため、本ガイドにおいては、「災害の未然防止、拡大防止、被災者支援、

復旧・復興を図るために必要な情報及び災害に関する一切の情報」を防災・災害情報とし

て扱うこととする。 

 

1.2 ガイド策定の背景 

国や自治体などが作成・保有する防災・災害情報は、国民の安全を確保し生命を守るた

めに必要不可欠なものであり、それが二次利用可能な形で広く公開されることは、迅速な

避難行動や適切な被災者・被災地域への支援につなげることができるとともに、平時にお

ける防災意識の向上などに役立つことが期待される。 

一方、ICT の利活用は、これまで個別分野での情報化を促進することに力点が置かれてき

たが、東日本大震災において、データが PDF1、JPEG2等の形式で提供されていたことか

                                           

1
 Portable Document Format の略。電子文書のためのフォーマットの一つ。 

2
 Joint Photographic Experts Group の略。画像データを圧縮する方式の一つ。また、この方式で記録された画像

ファイル。 
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ら機械が判読できず二次利用が困難であったケースや行政機関ごとに異なっているフォー

マットの情報の整理に多くの時間が必要とされたケースが発生するなど情報の横の連携が

できていないことが顕在化した。 

このような状況認識等から、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT 戦略本部）

において、公共データを社会全体で効率的に活用促進するための基本戦略として「電子行

政オープンデータ戦略」（平成 24 年７月）が決定された。また、「IT 防災ライフライン構

築のための基本方針及びとアクションプラン」（IT戦略本部 平成24 年6 月）においても、

防災・災害情報の第三者への二次利用を可能にする API3とデータフォーマットの公開・規

格化が方針として位置づけられている。 

これらの戦略や方針の趣旨に則って、総務省では、汎用性ある技術・運用ルール等の整

った情報流通連携基盤の実証（情報流通連携基盤構築事業）を行っており、防災・災害分

野については、平成 24 年度に「情報流通連携基盤の防災・災害情報における実証」を行い、

情報の利活用を推進するための横軸の取組みを進めているところである。このような背景

を踏まえて、防災・災害情報の公開・二次利用を促進するため、行政機関や情報サービス

事業者等が防災・災害情報を公開・二次利用する際に留意すべき事項等を示すものとして

本ガイドを策定する。 

 

1.3 本ガイドで使用する用語の定義 

① 情報作成・保有者 

防災・災害情報を収集・作成・保有する主体である。国、自治体等の行政機関のほか、

独立行政法人、NPO などの準民間や住民、ボランティア団体、民間事業者などがある。 

 

② 情報サービス事業者等 

情報作成・保有者から提供される防災・災害情報を活用して、アプリケーション・ソフ

トウェアを稼働させてデータの管理・加工・提供を行う主体である。情報作成・保有者と

しての行政機関や民間事業者が自ら保有する情報の提供等を行って情報サービス事業者等

となる場合もあれば、ASP・SaaS 事業者等ベンダーが情報サービス事業者等となる場合

もある。また、災害時に立ち上がるボランティア団体が情報サービス事業者等となる場合

もあるなど多様な形態がある。 

 

                                           

3
 Application Program Interface の略。ソフトウェアや Web でのサービスの間で、データやプログラムの機能をや

り取りするためのプログラム等。 
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③ 情報サービス利用者 

情報サービス事業者等から提供される防災・災害情報を活用して、防災・災害対応に役

立てる主体である。行政機関や民間事業者が防災・災害対応の業務に利用する場合もあれ

ば、大学等の研究機関が防災・災害対応の研究に活かす場合もある。また、一般市民が災

害時の避難・誘導のために使うこともあれば、気象情報など日常生活に役立てている場合

もある。 

 

④ 情報の一次利用 

情報作成・保有者が、防災・災害情報を自己の組織内において防災・災害対応のために

利用している形態をいう。 

 

⑤ 情報の二次利用 

情報サービス事業者等が、情報作成・保有者から提供されている防災・災害情報をより

使い易い情報に加工したり、他の情報と組み合わせることで、付加価値を付けて利用又は

提供する形態をいう。二次利用された情報は、情報サービス事業者等の組織内だけで利用

される場合もあるが、組織外の情報サービス利用者に提供されることも多い。 

 

⑥ 情報の公開 

情報作成・保有者が、情報サービス事業者等に向けて情報提供を行うことをいう。 

なお、情報サービス事業者等が、情報サービス利用者に情報提供を行うことも情報の公

開のように見えるが、ここでは二次利用の一環としての情報サービス提供と整理する。 
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図表１ 情報の作成・保有者、情報サービス事業者等、情報サービス利用者、 

情報の一次利用、二次利用、情報の公開の関係 

 

 

 

⑦ オープンな情報領域 

防災・災害情報が、インターネット上など不特定多数による利用を前提として公開・二

次利用される場合の情報領域をオープンな情報領域とする。 

なお、二次利用については、インターネット上で公開されている情報と自らの組織が保

有しているインターネット上に公開されていない情報とを組み合わせる場合を含む。 

 

⑧ クローズドな情報領域 

防災・災害情報が、イントラネットや LG-WAN 上など特定の関係者・グループメンバ

ー間での利用を前提として公開・二次利用される場合の情報領域をクローズドな情報領域

とする。 

 

⑨ ASP・SaaS 

ASP（Application Service Provider）及びSaaS（Software as a Service）は、基

本的なビジネスモデルに大きな差異はないと考えられることから、「ASP・SaaS」と連ね

情報サービス利用者
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等
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管理・加工・提供収集・作成・保有

収集・作成・保有

■クラウドサービス
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データ入力等

データ蓄積・
管理ｻｰﾋﾞｽ

提供

一次利用：
防災・災害情報を自己の組織内
において防災・減災のために利
用する

二次利用：
公開・提供されている防災・災害
情報に付加価値を付けて利用
又は提供する
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て呼称することとし、ここでは、ネットワークを通じてアプリケーション・ソフトウェア

及びそれに付随するサービスを利用させること、あるいは、そのようなサービスを提供す

るビジネスモデルをいう。 

 

⑩ ASP・SaaS 事業者等 

ASP・SaaS を行う事業者及び団体等である。ここでは、行政機関等の情報作成・保有

者から委託を受けて防災関連システムの運用を行っているベンダーや防災関連情報等を提

供するポータルサイト運営事業者をいう。 

 

⑪ マッシュアップ（Mash up） 

一般的に、インターネット上に提供されている情報やサービスなどを組み合わせて、新

しいソフトウェアやデータベースを作成しサービスを提供することをいう。 

ただし、本ガイドでは、応急対応期における防災・災害情報の活用を想定していること

から、複数の異なる提供元の情報やコンテンツを組み合わせて新しい地図情報を作成する

ことをいう。 

 

1.4 防災・災害情報の分類 

「防災・災害情報」については、対象も極めて広範囲かつ膨大であり、また、例えば、

気象情報や交通情報などのように平時には日常生活で使われている情報が、災害時には防

災・災害情報になり得るという性格を有しているものもある。 

防災・災害情報の分類については、様々な考え方があるが、本ガイドにおいては、以下

に示す 5 つの軸に基づいて分類することとする。 

 

① 情報の作成・保有者による分類 

防災・災害情報の作成・保有者による分類である。例としては、国や自治体などの行政

機関、ライフライン企業などの民間事業者、大学などの研究機関、個人や NPO、ボランテ

ィア団体などが挙げられる。 

 

② 情報の提供領域による分類 

情報の提供先の領域による分類であり、インターネット上のオープンな情報領域とイン

トラネットなどクローズドな情報領域に分類される。 
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③ 情報の時系列による分類 

災害発生に係る時系列的な推移による分類である。災害発生前、災害発生時（初動期）、

災害後（応急対応期、復旧・復興期）に分類され、一般的に初動期は災害発生後 102 時間

まで、応急対応期は 102 時間～103 時間、復旧・復興期は 103 時間以降とされている。 

なお、応急対応期は、避難所別の必要物資情報などマスの情報が中心となるため基本的

に個人情報を含まない場合が多いが、復旧・復興期は、個人別の支援が中心となるため個

人情報を含む場合が多いという特徴を有している。 

 

④ 情報の種別による分類 

地理空間情報の有無による分類である。形式としては、テキスト情報、画像情報、音声

情報などがあり、それぞれ地理空間情報を含むものと含まないものがある。地理空間情報

を含むものの例としては、避難所情報やハザードマップなどが挙げられる。 

 

⑤ 情報の様態による分類 

情報の内容や状況が変わらない静的情報なのか、時間の経過とともに変化する動的情報

なのかによる分類である。 

静的情報とは、事案の性質や進展に左右されない情報であり、事前に入手することが可

能な情報である。例としては、地形図、道路路線図、ハザードマップ、公共施設情報、避

難施設情報、備蓄倉庫情報などが挙げられる。 

動的情報とは、時間の経過とともに変化する事案の性質や進展に関する情報であり、そ

の時点でしか入手できない情報である。例としては、震度情報、降水量情報、倒壊建物情

報、停電情報、プローブ情報4、ライフライン復旧情報などが挙げられる。 

静的情報と動的情報とが掛け合わされて提供されることにより、災害時の対応に関する

意思決定に利用されるなど更に付加価値の高い防災・災害情報として利活用されていくも

のと考えられる。 

 

  

                                           

4
 実際に自動車が走行した位置や車速などの情報を用いて生成された道路交通情報。 
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図表２ 静的情報と動的情報 

  

 

図表３ 防災・災害情報の分類例 

  

 

 

1.5 本ガイドの対象範囲（スコープ） 

防災・災害情報は、極めて広範かつ膨大であることから、先に示した 5 つの軸の観点か

ら、本ガイドが対象とする範囲を絞り込むこととする。 

 

動的情報

○事案の性質や進展に左右されない情報であり、事前に入手することが可能な情報である。

例）地形図、道路路線図、ハザードマップ、公共施設情報、避難施設情報、備蓄倉庫情報など

静的情報防災・災害情報 ＝ ×
かける

静的情報

○時間の経過とともに変化する事案の性質や進展に関する情報であり、その時点でしか入手できな
い情報である。

例）震度情報、降水量情報、倒壊建物情報、停電情報、プローブ情報、ライフライン復旧情報など

動的情報
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① 情報の作成・保有者による分類 

国や自治体などの行政機関を対象とする。これは、情報流通連携基盤を利用して情報流

通を促進するに当たって、データのオープン化は行政機関から始めるべきであるという意

見があること、今回の実証実験にデータを提供しているのも行政機関（内閣府、気象庁、

山形市）であることによる。 

 

② 情報の提供領域（オープン/クローズド）による分類 

インターネット上のオープンな情報領域での公開を対象とする。これは、クローズドな

情報領域では、個人情報などニーズは高いものの秘匿性が高い情報が多く流通することか

ら、その流通のルールを定めるためには別途検討を要することによる。 

 

③ 情報の時系列による分類 

応急対応期（発災後 102 時間～103 時間）に二次利用される情報を対象とする。これは、

情報サービス事業者等がマッシュアップなどの二次利用を行い、情報サービス利用者に向

けて情報を提供していく場合において、被災者支援等に直結する情報のニーズが高い時期

であること、個人情報など秘匿性の高い情報の流通が比較的少ない時期であることによる。

また、内閣府や気象庁などにより既にオープン化されている防災・災害情報が、災害前及

び災害発生時（初動期）を厚くカバーしていることから、これらの情報との効果的な連携

が期待されることによる。 

 

④ 情報の種別による分類 

地理空間情報を含む防災・災害情報が公開・二次利用され、地理空間情報として提供さ

れる場合を対象とする。これは、応急対応期には、関係者の状況認識の統一が重要である

が、そのためには地理空間情報として見える化が有効である場合が多いことによる。 

 

⑤ 情報の様態（静的情報、動的情報）による分類 

静的情報、動的情報の双方を対象とする。これは、道路地図のような静的情報の上に、

ライフライン復旧情報のような動的情報を重ね合わせた地理空間情報として提供されるこ

とが想定されることによる。 

 

以上、本ガイドの対象範囲は、公開については、行政機関が、応急対応期に二次利用し

易い方法で、地理空間情報を含む防災・災害情報をインターネット上に公開する場合を想
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定したものであり、二次利用については、情報サービス事業者等が、地理空間情報を含む

防災・災害情報を加工（マッシュアップ等）し、インターネット上で情報サービス利用者

に提供する場合を想定したものである（下図の赤枠内）。なお、本ガイドの対象範囲外のも

のについては、別途検討することとする。 

 

図表４ 本ガイドにおける検討範囲 

  

 

 

1.6 ガイドの想定利用者と使い方 

本ガイドの想定する主な利用者（読者）は自治体である。自治体は、被災者の救助・救

命・支援に直結する現場に最も近い防災・災害情報の保有者であり、その情報を公開する

情報提供者であるのと同時に、防災・災害情報の二次利用者でもあり、公開のあり方を自

ら検討すべき立場にあるからである。 

また、自治体などからの委託により情報を二次利用し提供する ASP・SaaS 事業者等や

災害の際に立ち上がって意思決定に役立つ地理空間情報を作成・提供するボランティア団

体等も情報サービス事業者等であることから、本ガイドの想定利用者である。 

本ガイドは、情報サービス事業者等が二次利用し易い形での公開のあり方を自治体が検

討し、実現していく際の一助として、また、情報サービス事業者等が情報を二次利用し、
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付加価値を付けて提供していく際の一助として活用されることを想定したものである。 

 

なお、本ガイドは、法的拘束力、強制力を伴うものではなく、自治体等が保有する防災・

災害情報を公開し、公開された情報を情報サービス事業者等が二次利用する際に留意すべ

き事項等を整理したものであり、個々の防災・災害情報の公開・二次利用については、そ

れぞれの機関において適切に判断・対応されるべきものである。 

また、防災・災害分野において様々な取組みが進められていることや行政機関における

オープンデータ化が進展していることなどを踏まえると、それぞれ最新の状況や動向等を

把握することが望ましい。 

 

1.7 関連するガイド等 

防災・災害情報を公開・二次利用する際に関連するガイド等としては、以下に示すもの

がある。詳細については、それぞれのガイド等を参照すること。 

○ 地理空間情報の活用における個人情報の取扱いに関するガイドライン 

（内閣官房/地理空間情報活用推進会議 平成 22 年 9 月） 

○ 地理空間情報の二次利用促進に関するガイドライン 

（内閣官房/地理空間情報活用推進会議 平成 22 年 9 月） 
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2. 防災・災害情報の公開と二次利用 

2.1 防災・災害情報の公開 

(1) 防災・災害情報の公開形式 

インターネット上で公開されている地理空間情報を含む防災・災害情報は、情報サービ

ス利用者が理解し易い見える化された画像データ（GIF5 、PNG6、PDF 等）で公開されて

いる場合が多い。さらに、発展形として地理情報システム（GIS）の Web アプリケーショ

ン（Web-GIS、Google Maps 等）を活用し、利用者のユーザビリティの向上を図ってい

る例が見られる。テキストデータ又は数値データ（CSV7、XML8等）については、利用者

の二次利用を目的としたファイルのダウンロードが可能な形で公開されている場合が多い。 

 

図表５ 画像データで公開されている例 

情報名 ファイル形式 公開機関 

地震活動の評価 GIF 地震調査研究推進本部9（文部科学省）

地方海上警報・予報 GIF 海上保安庁10 

全国地震動予測地図 PNG 防災科学技術研究所11 

震源情報 PNG 防災科学技術研究所 

気象統計情報（アメダス、海洋、

地震・火山の観測データ等） 
PNG 気象庁12 

川の防災情報 PNG 国土交通省13 

天気図情報(ベクトル形式) SVG14 気象業務支援センター15 

地震観測点分布図 PDF 地震調査研究推進本部（文部科学省）

防災マップ（避難所、一時集合場

所、二次避難所、広域避難場所） 
PDF 港区16 

 

                                           

5 Graphic Interchange Format の略。インターネットで利用されている画像フォーマットの一つ。 
6 Portable Network Graphics の略。インターネットで利用されている画像フォーマットの一つ。 
7 Comma Separated Values の略。電子データ交換のためのファーマットの一つ。 
8 Extensible Markup Language の略。文書やデータの意味や構造を記述するためのマークアップ言語の一つ。 
9 http://www.jishin.go.jp/main/ 
10 http://www.kaiho.mlit.go.jp/info/mics/ 
11 http://www.bosai.go.jp/ 
12 http://www.jma.go.jp/jma/index.html 
13 http://www.river.go.jp/ 
14 Scalable Vector Graphics の略。XML ベースの画像（ベクターイメージ）フォーマット。 
15 http://www.jmbsc.or.jp/ 
16 http://navi.city.minato.tokyo.jp/ 
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図表 6 Web アプリケーションを活用して公開されている例 

情報名 利用しているアプリ 公開機関 

最新の震源情報の画像ページ Web-GIS  
地震調査研究推進本部（文部

科学省） 

地震観測点分布図 Web-GIS  
地震調査研究推進本部（文部

科学省） 

地震ハザードステーション Web-GIS 防災科学技術研究所 

防災マップ Google Maps  浦安市17 

 

 

図表 7 テキストデータ又は数値データで公開されている例 

情報名 ファイル形式 公開機関 

地震観測点分布図 観測地点一

覧表 
CSV 

地震調査研究推進本部（文部

科学省） 

確率論的地震動予測地図 
CSV 、 Shapefile 18 、

KML19 
防災科学技術研究所 

防災情報 PDF 内閣府 

防災気象情報 XML 気象庁 

防災気象情報（竜巻発生確度ナ

ウキャスト、雷ナウキャスト、

土壌雨量指数等） 

GRIB220 気象業務支援センター 

アメダス観測データ BUFR21 気象業務支援センター 

 

  

                                           

17 http://www.city.urayasu.chiba.jp/ 
18 ESRI 社の GIS 標準データフォーマット形式。 
19 Keyhole Markup Language の略。 Google Earth や Google Maps などで利用されている地図情報に適した

XML ファイル形式。 
20 General Regularly-distributed Information in Binary form（二進形式格子点資料気象通報式 第 2 版）の略。

世界気象機関（WMO）が規定する国際的な気象通報の方式（国際気象通報式 FM92）。格子点データをバイナリデ

ータとしてファイルフォーマット化し伝送する方式。 
21

 Binary Universal Form for Data Representation（二進形式汎用気象通報式）の略。WMO が規定する国際的な

気象通報の方式（国際気象通報式 FM94）。バイナリデータとしてファイルフォーマット化し伝送する方式。 
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＜例＞ 画像データでの公開例 港区 浸水ハザードマップ22 （PDF で公開） 

 

 

  

                                           

22 http://www.city.minato.tokyo.jp/dobokukeikaku/bosai-anzen/bosai/shinsui/hazard-map/index.html 
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＜例＞ Web アプリケーションを活用した公開例 浦安市 防災マップ23 

（Google Maps を利用） 

 

 

  

                                           

23 http://www.city.urayasu.chiba.jp/menu1933.html 
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＜例＞ テキスト情報での公開例 内閣府 防災情報のページ 

今冬期の大雪等による被害状況等について24 （PDF で公開） 

 

  

                                           

24 http://www.bousai.go.jp/h2402ooyuki/index.html 
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(2) 地理空間情報の構成要素 

地理空間情報を構成する要素として、施設や地点などを表す点データ（ポイント）、道路

や河川などを表す線データ（ライン）、一定のエリアを表す面データ（ポリゴン）がある。

それぞれ点（ポイント）・線（ライン）・面（ポリゴン）として表現される防災・災害情報

の例としては、以下に示すものがある。 

 

図表８ 地理空間情報の構成要素 

要素 概要 例 

点（ポイント） 

地図座標上に点（長さや幅をもたないもの）と

して把握される対象（線上及び面上の点を含

む）。 

避難所、各種施設、道

路の交差点、鉄道の駅

など 

線（ライン） 
地図座標上に線（長さと方向とを備え、複数の

点を接続するもの）として把握される対象。 

道路、鉄道、電話線、

河川、上下水道管路網

など 

面（ポリゴン） 
地図座標上に面（境界線で囲まれたもの）とし

て把握される対象。 

避難対象地域、注意

報・警報発令エリア、

市域など 

 

 

2.2 防災・災害情報の二次利用としてのマッシュアップ（Mash Up） 

(1) マッシュアップの概念 

応急対応期において効果的な災害対応を進めるためには、災害対応に関わる公的機関・

民間組織の連携を確実なものとし、その基礎となる情報の共有体制を構築するとともに、

関係者の状況認識を統一することが不可欠である。 

状況認識の統一には、地図による防災・災害情報の見える化が有効であり、見える化に

当たっては、情報サービス利用者のニーズに対応して、多様な基図の上に様々なコンテン

ツを組み合わせた主題図25を地図情報として表示する方法が有効であると考えられる。 

このため、防災・災害情報の二次利用に際しては、複数の異なる提供元の情報やコンテ

ンツを組み合わせて新しい地図を作成する「マッシュアップ」という概念が重要である。 

  

                                           

25 意図を持って複数の情報をマッシュアップして作成した新たな地図。 
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図表９ マッシュアップのイメージ 

 

 

例えば、マッシュアップについては、東日本大震災の発生直後に、地図による状況の可

視化を通じて国レベルでの意思決定を支援するための状況認識の統一を実現することを目

的として、研究者や民間事業者等から成る東北地方太平洋沖地震緊急地図作成チーム

(Emergency Mapping Team: 以下「EMT」という。) が結成され、内閣府（防災担当）

の協力を得て多くの地図を作成し、大きな成果を挙げた（巻末の参考資料参照）。 

 

(2) マッシュアップのちから 

様々な組織が、各々の専門性を活かして防災・災害情報を作成・公開している。これら

の情報は、各組織の目的に応じて作成・公開されていることから、情報が持つ意味付けも

各組織向けのものになっていることも多いが、これらの情報を組み合わせることによって、

新しい意味・価値を生み出すことが可能である。 

また、情報サービス事業者等が、複数の情報を組み合わせてマッシュアップした情報を

インターネット上で提供することにより、誰かがどこかで作成した情報を別の場所で別の

人が再度作成するという無駄をなくすことができる。 

さらに、多くの人々が各地で情報作成に参画し、被災地に情報を提供することにより、

被災地における情報処理の負担も軽減されることになる。 
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なお、応急対応期においては、状況が混乱し、情報が錯綜し、状況・情報とも刻々と変

化することから、情報の信頼性が確認できない状況や必要な情報が入手できない状況が想

定されるが、多様なテーマでマッシュアップを行うとともに、同じテーマ（主題図）のマ

ッシュアップの更新を時系列で繰り返すことにより、情報の信頼性の向上と今後の展開の

予測が可能となる。 

このように、マッシュアップは、災害対応における情報の価値を増大し、災害対応をよ

り効果的なものとすることができることから、被災地の再生に貢献する「ちから」を有し

ていると考えられる。 

 

2.3 公開・二次利用に際しての国際規格への準拠 

ISO（国際標準化機構）において、効果的な危機対応を実現するために守るべき必要最小

限の要求事項を規定する国際規格である ISO22320（社会セキュリティ－危機管理－危機

対応に関する要求事項）が定められており、指揮・調整に関する要求事項、活動情報に関

する要求事項、組織間の協力及び連携に関する要求事項などが規定されている。 

防災・災害情報の公開・二次利用に際しては、ISO22320 に準拠することが望ましい。 
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第 II 部 情報公開編 

1. 防災・災害情報の公開の意義・メリット 

① 防災意識の向上 

国や自治体などが作成・保有する防災・災害情報は、国民の安全を確保し生命を守るた

めに必要不可欠なものであり、それがインターネット上で広く公開されることは、迅速な

避難行動や適切な被災者・被災地域への支援につなげることができるとともに、平時にお

ける防災意識の向上などに役立つ。例えば、避難所情報を平時から公開することによって、

国民は災害時の避難場所について事前に確認することができ、災害時の迅速な避難行動に

つなげることができる。 

 

② 災害時の意思決定支援 

広域災害時においては、見える化による状況認識の統一が、効果的・効率的な災害対応

に有効である。状況認識を統一することにより、被災状況や災害対応状況などを災害対応

に携わる関係者間で共有することができ、共通の認識の下に災害対応に当たることが可能

となる。このような考えのもと、東日本大震災の際に EMT が設立され、内閣府（防災担当）

の協力を得て多くの地図が作成され、大きな成果を挙げたことが報告されている。EMTは、

地図による状況の見える化を通して、国レベルでの意思決定を支援するための状況認識の

統一を実現することを目的に、作成した地図を関係者に紙媒体（FAX 等）又は PDF にて

提供した。さらに、紙媒体や PDF のような固定された地図の配信だけではなく、多くの人々

が情報作成に参画してそれぞれの目的に応じてマッシュアップを可能にする地理空間情報

をインターネット上で公開することも行った。 

なお、EMT の活動では、紙媒体で収集された情報を職員がデータ入力することが必要で

あり、データ入力に当たっては、自治体によってデータセットやフォーマットが異なって

いること、収集した住所から座標を特定することが困難であること、収集される情報の更

新間隔が異なっていることなどの課題が確認されている。 

したがって、平時に公開している静的情報は、緊急時に迅速な対応ができるように、二

次利用する際の使い易さを考慮して公開すべきと考えられる。また、緊急時に公開する情

報について、内容や種類、形式、頻度など近隣の自治体間において事前に認識を合わせて

おくことが望ましいと考えられる。 

 

③ リソース配分の最適化 

応急対応期においては、被災者全員が満足できる対応を行うことは困難であり、有限な
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支援資源を最適に配分することが求められる。被災者においては、各地域・避難所におけ

る救援物資の不足状況等を把握し共通の認識を持つことにより、自身が置かれている状況

と救援物資の配分の優先順位に対する納得につながるものと考えられる。したがって、物

資の配給の優先順位の決定に当たっては、どの地域・避難所でどのような状況になってい

るかを明らかにするなど皆が納得できる情報が必要となる。そのためには、様々な機関が

保有する情報がマッシュアップされて地図に表示され、見える化されることが重要である。 

 

④ 被災地における情報処理の作業負担の軽減 

二次利用可能な形で情報を公開しておくことで、多くの人々が各地で情報作成に参画す

ることが可能となり、その情報を被災地に提供することで、被災地における情報処理の負

担が軽減される。 

 

⑤ 国民参加・官民協働の推進 

防災・災害対応においては、住民への情報提供など自治体が果たす役割が大きいと考え

られるが、複数の行政機関が保有している情報を組み合わせることや民間が保有している

情報を加えて組み合わせることで、民間からも、防災・災害対応の効果を高めるサービス

や緊急時に有用なサービスが提供されることが期待できる。また、行政機関が提供する情

報を利用して民間が開発した防災・災害対応アプリケーションを行政機関も利用すること

ができるようになる。災害時において、被災自治体や被災者等に対して二次利用された様々

な情報が提供されることとなり、避難や災害対応など自らの判断材料とすることができる。 

 

⑥ 経済の活性化・行政の高度化 

二次利用可能な形態で情報が公開されることにより、防災・災害対応に関するデータ収

集や各種コードによるデータ融合（横断的利用）が機械で自動的に行うことができるよう

になることから、新しい防災・災害対応サービスを提供するビジネスが創出され、経済の

活性化に貢献する可能性が広がるものと考えられる。また、自治体においては、防災・災

害対応に関する政策・事業について、他の行政機関のデータを利用した分析を行うことで、

よりきめ細かい効果的な施策の企画・実施が可能となる。 
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2. 防災・災害情報の公開に当たっての留意事項 

2.1 情報公開に当たっての準備・体制整備 

① 情報を公開する環境作り 

平時から公開している情報は、応急対応期に迅速に二次利用が可能な形態で公開すべき

と考えられる。災害発生後に準備をしてから公開するのでは遅いので、事前に情報を公開

すべきであるが、そのための環境作りが必要である。情報を公開する仕組みだけではなく、

マッシュアップ等の情報処理を行う体制作りも重要であることから、内部の人材育成、外

部からの応援を受け入れるような仕組みも事前に考慮しておくべきと考えられる。 

 

② 情報処理の体制整備 

情報処理を行う体制整備に当たっては、防災・災害情報を二次利用可能な形態で公開す

ることができる情報処理のスキルを持った人材が必要となるため、平時から人材の育成を

行っておくことが重要である。また、応急対応期には、自組織内で情報処理を実施するこ

とができない状況も想定されるので、情報処理を代行するボランティア団体などと事前に

協定を結んでおくことも有効であると考えられる。 

 

③ 保有する情報の有効活用 

平時から保有する情報を点検し、災害時に有効活用できると考えられるにもかかわらず

死蔵されている情報がないか確認することが重要である。災害時に活用できる情報を平時

から公開することにより、応急対応期に迅速に活用することができ、更に一歩進んだ災害

対応・支援ができるようになる。 

 

2.2 情報公開前の確認事項 

① 法令等の確認 

既にインターネット上に公開されている情報は、公開の許可を得ているものと考えられ

る。新たな情報をインターネット上に公開する際には、関連する法律や条例（例えば、情

報公開条例や個人情報保護条例等）を確認すること。また、災害時における情報公開につ

いては、別途定められている災害対策基本条例を確認すること。 

  

② 知的財産権の確認 

情報をインターネット上に公開する際には、知的財産権の有無を確認すること。知的財

産権を有する情報を公開する場合には、知的財産権の処理を行った上で公開すること。 
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③ 著作権の確認 

情報をインターネット上に公開する際には、著作権の有無を確認すること。著作権を有

する情報を公開する場合には、著作権の処理を行った上で公開すること。 

なお、著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）によって保護される著作物は「創作性のあ

る表現」であり、単なる「事実」は保護の対象にはならないとの原則はあるものの、著作

物に該当するか否かについては、個別に検討する必要がある。 

 

④ 地理空間情報に関する留意点 

地理空間情報は、著作権法で規定されている「地図又は図形の著作物」、「写真の著作物」、

「編集著作物」、「データベースの著作物」に該当する可能性があるため、地理空間情報を

含む情報の公開に当たっては、これらの著作物に該当するか否かを確認すること。また、

市販の地図や Google 等 ASP・SaaS 事業者等が提供する地図を利用する場合は、利用規

約等を確認し、定められた事項を遵守すること。 

なお、関連するガイドラインとして、前出の「地理空間情報の二次利用促進に関するガ

イドライン」及び「地理空間情報の活用における個人情報の取扱いに関するガイドライン」

等があるため、必要に応じて参照すること。 

 

⑤ 個人情報の確認 

既にインターネット上に公開されている情報には、基本的に個人情報が含まれていない

か個人情報が含まれている場合には本人の同意が得られているものと考えられる。新たな

情報をインターネット上に公開する際には、個人情報が含まれていないことを確認するこ

と。個人情報が含まれている場合には、本人の同意を得るか、個人が特定されないように

加工した上で公開すること。 

 

⑥ 公開する情報の信頼性・品質の責任 

情報をインターネット上に公開する際には、公開する情報の信頼性・品質の責任の所在

（情報源）及び作成日時を明記すること。また、情報をどのような機関からどのような方

法で収集したかなどを記載することが望ましい26。 

なお、前出の ISO22320「社会セキュリティ—危機管理—危機対応に関する要求事項」

の中で、情報源の信頼性評価と情報の信ぴょう性評価の評定尺度の例が示されているので、

                                           

26 情報の粒度や単位（例として、対象となる地域を数 km～数百 km 四方の正方形で区切ったｋｍメッシュや降水量の

単位 mm などがある。）等を把握している場合にも、それらの事項を記載することが望ましい。 
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必要に応じて参照すること。 

 

＜例＞ 著作権についての記載例 気象庁のホームページより 

著作権等について 

「気象庁ホームページ」及びホームページ掲載情報は、日本国の著作権法および国際条約

による著作権保護の対象となっています。 

 ホームページの内容について、私的使用又は引用等著作権法上認められた行為を除き、

気象庁に無断で転載、複製、出版、放送、上映等を行うことはできません。 

 また、引用を行う際は適宜の方法により、必ず出所を明示してください。ホームページ

の内容の全部または一部について、気象庁に無断で改変を行うことはできません。  
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＜例＞  水位・雨量情報27 港区のホームページより 

 

水位・雨量情報 ご利用上の注意 

このホームページでは、港区内 9 ヵ所に設置している水位・雨量の観測局から送られてく

る観測データを 3 分ごとに自動更新し、地域の迅速な防災活動に活用していただく目的で

公開し、提供しています。 

このホームページは今後の天候の予報・予測等を行うものではありません。 

観測機器の故障や通信異常等により、データの欠測や、異常値がそのまま表示されてしま

う可能性があります。 

ご利用の際には十分ご注意ください。 

 

  

                                           

27
 港区公式ホームページ  http://navi.city.minato.tokyo.jp/suii_uryo/  
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2.3  情報公開の方法に関する留意事項 

(1) 二次利用し易いファイル形式 

地理空間情報を含む防災・災害情報を公開するに当たっては、標準的なファイル形式（Ｐ

ＤＦやＧＩＦ等）や情報サービス事業者等が二次利用可能なファイル形式を採用すること

が望ましい。 

地理空間情報を含む防災・災害情報を公開する際の主なファイル形式を以下に示すが、

情報作成・保有者が、それぞれ有するスキル、公開の目的等を踏まえて適切なファイル形

式を採用することが望ましい。 

 

① 画像として公開する場合 

現在最も多く公開されているのは画像データであり、利用されているファイル形式は、

PDF、PNG、JPEG や GIF 等である。これらのファイル形式は、編集ができないため、二

次利用しにくいが、インターネット上で多く利用されているため、認知度は高い。 

 

＜例＞ 画像として公開する場合の主なファイル形式 

ファイル 

形式名 

ファイル 

拡張子 
概要 編集可否 

PDF .pdf 

アドビシステムズが開発・提唱する電子文書のた

めフォーマットの一つ。特定の環境に依存せずに

全ての環境でほぼ同様の状態で文章や画像等を

閲覧できる。 

編集不可能 

PNG .png 

画像データ（ラスターイメージ）フォーマットの

一つ。可逆圧縮方式のため、画像が劣化しない。

画像の画質を維持したい場合に適している。 

編集不可能 

JPEG  .jpg 

画像データ（ラスターイメージ）フォーマットの

一つ。インターネット上でよく利用されている。

写真などの複雑な画像に適している。非可逆圧縮

方式のため、画像が劣化し、圧縮前と同一のファ

イルを復元できない。 

編集不可能 

GIF  .gif 

画像データ（ラスターイメージ）フォーマットの

一つ。インターネット上でよく利用されている。

イラストなど色数が少ない画像に適している。非

可逆圧縮方式のため、画像が劣化し、圧縮前と同

一のファイルを復元できない。 

編集不可能 

 

② テキストデータ又は数値データとして公開する場合 

文字情報や統計情報は、テキストデータ又は数値データとして公開される場合が多いが、
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利用されているファイル形式は、TXT（テキストファイル）、CSV、XML 等である。これ

らのファイル形式は、編集可能であるため、二次利用し易いが、地理空間情報が可視化さ

れた情報ではないため、インターネットの閲覧者には、そのままでは理解されにくいとい

う点がある。 

 

＜例＞ テキストデータ又は数値データとして公開する場合の主なファイル形式 

ファイル 

形式名 

ファイル 

拡張子 
概要 編集可否 

TXT .txt 

テキストデータだけで構成されるファイル形式。

どんな機種のコンピュータでも共通して利用で

きる数少ないファイル形式の一つ。 

編集可能 

CSV .csv 
テキストデータや数値データをカンマ(",")で区切

って並べたファイル形式。汎用性は高い。 
編集可能 

XML  .xml 

文書やデータの意味や構造を記述するためのマ

ークアップ言語の一つ。インターネット上で交換

可能なあらゆるデータの記述に利用可能。 

編集可能 

 

なお、テキストデータである住所情報をアドレスマッチング28することで、位置座標（緯

度経度座標等）に変換することができる。例えば、アドレスマッチング後に CSV で位置座

標を公開することや一覧化した避難所等の住所を CSV で公開することにより二次利用者

がアドレスマッチングすることが考えられる。このように、テキストデータや数値データ

を編集可能なファイル形式で公開することにより、二次利用の範囲は広がる。 

インターネット上で利用可能なアドレスマッチングのサービスが提供されているので、

必要に応じて参照すること。 

 

＜参考＞ インターネット上で利用可能なアドレスマッチングサービスの例 

【東京大学空間情報科学研究センターの CSV アドレスマッチングサービスのホームページ】 

CSV 形式のファイルを送信すると位置座標（緯度経度座標、平面直角座標）を返信してくれる

サービス。 

http://newspat.csis.u-tokyo.ac.jp/geocode/ 

【国土交通省 GIS ホームページ 位置参照情報ダウンロードサービス】 

街区単位(「○○町△丁目□番」)の位置座標(代表点の緯度・経度、平面直角座標)を調べること

ができる。 

http://nlftp.mlit.go.jp/isj/index.html 

                                           

28 住所や地名などの情報やそれを含む地理空間情報を GIS で扱えるように、緯度経度などの座標系の数値に変換する

こと。 
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③ Web アプリケーションを活用して公開する場合 

情報サービス事業者等がWebアプリケーションを活用して二次利用することを考慮する

と、編集可能なファイル形式（GML（Geography Markup Language）や KML 等）で

公開するのが最も利便性が高いと考えられる。また、このようなファイル形式で多くの情

報を保有・蓄積している場合、情報を貴重な資産として捉えれば、資産の有効活用という

点からも積極的に公開することが望ましい。さらに、Web アプリケーションを活用して公

開している場合、アプリケーションからそのままの形式でファイルをダウンロードするこ

とができれば、理解度を損なわず情報を受け取ることができるため、情報サービス事業者

等二次利用者の利便性も向上する。 

 

＜例＞ Web アプリケーションを活用して公開する場合の主なファイル形式 

ファイル 

形式名 

ファイル 

拡張子 
概要 編集可否 

GML .gml 

XML ベースであり、GIS での利用やインター

ネット上で地理空間情報を交換するためのデ

ータフォーマット形式。 

編集可能 

G-XML .gxml 

XML ベースであり、日本情報処理開発協会を

中心として仕様策定が進められている、GIS に

特化しているデータフォーマット形式。 

編集可能 

KML .kml 
XML ベースであり、Google Earth や Google 

Maps、Google Mobile で利用されているデ

ータフォーマット形式。 

編集可能 

オープンスト

リートマップ

（Open 

Street Map） 

.osm 

XML ベースであり、GPS による位置情報を用

いて、誰でも作成、編集ができる世界地図を作

る共同作業プロジェクトのためのデータフォ

ーマット形式。 

編集可能 

Shapefile .shp 

米国の ESRI 社の GIS 標準データフォーマッ

ト形式。多くの GIS システムで利用すること

ができる。 

編集可能 

 

 

(2) 編集不可能なファイル形式で公開されている情報への位置情報の付与 

PDF や PNG 等のファイル形式で公開している画像情報（避難所マップ等）について、

位置情報（緯度経度などの XY 座標等）を保有している場合には、位置情報を別のファイル

形式（TXT や CSV 等）で付与して公開することが望ましい。なお、おおよその位置情報
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が把握できるだけでも、二次利用者の利便性が向上するため、地図の四隅に位置情報を付

与することが望ましい。 

 

＜例＞避難所マップ（PDF）に位置情報を別ファイル（CSV）で付与したイメージ 

 

 

＜例＞避難所マップ（PDF）の４隅に位置情報を付与したイメージ 
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(3) 検索キーワード・メタデータの付与 

公開された情報がどこにあるのか、二次利用者が情報を検索し易いように、タグ（HTML

タグ等）に関連するキーワード・メタデータを付与することが望ましい。 

検索キーワード（例） 

・防災 

・防災マップ 

・ハザードマップ 

・災害マップ 

 

(4) 定形化したテンプレートによる公開 

公開された情報は、地理空間情報としてマッシュアップされることを想定していること

から、二次利用者が容易にマッシュアップできるよう予め情報項目が定められている定形

化したテンプレートに沿った情報を公開することも有効であると考えられる。この場合、

二次利用し易い編集可能なファイル形式（CSV､XML､RDF29等）で公開することが望まし

い。 

図表 10 テンプレートのイメージ 

 
                                           

29 Resource Description Framework の略。XML ベースの情報についての情報(メタデータ)の表現方法についての

枠組み。RDF で記述される情報はコンピュータが扱う情報の分類や検索などの自動化・効率化を図ることができる。 

⽇時
現在 実施状況 ・・・ ・・・

○⽉○⽇
00：00

○
完了

・・・ △
作業中

・・・ ×
未実施

⽇時
現在 実施状況 ・・・ ・・・

○⽉○⽇
00：00

○
完了

・・・ △
作業中

・・・ ×
未実施

⽇時
現在 開設 避難⼈数 電気 ⽔道 ・・・

○⽉○⽇
00：00 ○ 46 ○ ×

・・・ ×
○⽉○⽇
00：00 ○ 15 × ○

・・・ ×

・・・ ・・・

⽇時
現在 開設 避難⼈数 電気 ⽔道 ・・・

○⽉○⽇
00：00 ○ 46 ○ ×

・・・ ×
○⽉○⽇
00：00 ○ 15 × ○

・・・ ×

・・・ ・・・

避難所情報 災害後災害前

避難所 場所 収容⼈数 ・・・ ⽇時
現在 開設 避難⼈数 電気 ⽔道 ・・・

A公⺠館 ○○市○○町１ー２ 120 ○⽉○⽇
00：00 ○ 46 ○ ×

B学校 ○○市○○町4223 500 ・・・ ×

C集会所 ○○市○○区
３－１２ 60 ○⽉○⽇

00：00 ○ 15 × ○

Dセンター ○○市○○区
４－４ 300 ・・・ ×

・・・・ ・・・ ・・・

道路 対応
⼈員 機材 出動する

積雪量
・
・
・

⽇時
現在 実施状況 ・・・ ・・・

A号線 10
・ﾓｰﾀｰｸﾞﾚｰﾀﾞｰ
・除雪ﾄﾞｰｻﾞｰ
・ﾛｰﾀﾘｰ除雪⾞

10センチ ○⽉○⽇
00：00

○
完了

B通り 5 ・除雪ﾄﾞｰｻﾞｰ
・ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｰ 10センチ ・・・ △

作業中

C地域 20
・ﾓｰﾀｰｸﾞﾚｰﾀﾞｰ
・除雪ﾄﾞｰｻﾞｰ
・ﾛｰﾀﾘｰ除雪⾞

10センチ ・・・ ×
未実施

・・・・

除雪情報 災害前 災害後

静的情報 動的情報
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＜例＞ 鯖江市のデータ公開の取組みの事例30 

 

 

(5) 標準的なデータ提供･交換方法を用いることによる連携促進 

 情報を公開する際に、標準的なファイル形式や交換方法を用いることにより、情報サー

ビス事業者等が公開された情報を検索・加工する手間が軽減され、一層の二次利用の促進

につながることが期待される。 

したがって、標準的なファイル形式や交換方法を用いる場合に、それぞれのデータが機

械可読の形で提供されることが望ましい。また、共通 API31を利用することにより、提供さ

れた情報の活用が容易となり、情報サービス事業者等による二次利用を一層促進すること

につながる。 

 

2.4 利用規約等を作成する際の留意事項 

インターネット上で情報を公開する際には、「利用規約」又は「利用上の注意」等を作成

し、併せて公開することが望ましい。防災・災害情報は、防災・災害対応や復興を目的と

して利用される場合が多いと考えられるため、二次利用者の利便性を考慮した利用規約等

を作成することが望ましい。 

                                           

30 オープンデータ流通推進コンソーシアム 利活用・普及委員会 第 3 回委員会（2013 年 1 月 22 日（火））資料

3-7 
31 共通 API とは、データの相互運用性を確保するための共通のデータ形式や通信規約をいう。総務省が平成 24 年度    

から平成 26 年度に実施している情報流通連携基盤構築事業において実証実験の実施を通じて、情報流通連携基盤

共通 API（標準データ規格（データモデル、データフォーマット、共通ボキャブラリ）及び標準 API 規格）を策定

することとしている。 
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① 免責事項の明示 

情報の二次利用に当たっては、二次利用者は、本人の自由意思に基づいて情報を利用し、

利用によって生ずるいかなる結果に対しても二次利用者本人が責任を負う、自己責任を原

則とする。したがって、情報作成・保有者は、公開された情報を用いて行う一切の行為の

責任を負わないことを明示すること。 

 

＜例＞ 利用上の注意の例 （気象庁のホームページより） 

利用上の注意について 

 ホームページの掲載情報の正確性については万全を期しておりますが、利用者がホーム

ページの情報を用いて行う一切の行為について気象庁は何ら責任を負うものではありませ

ん。 

 （以下、略） 

  

② 二次利用権の許諾 

二次利用を行う際の許諾事項を予め示しておくことにより、情報サービス事業者等が円

滑に二次利用を行うことができると考えられる。二次利用に際しての許諾事項としては、

以下の事項が考えられる。 

○ 検索及び閲覧 

インターネット上に公開している時点で、検索や閲覧されることを許諾していると考

えられることから、必ずしも利用規約等に記載する必要はない。 

○ ファイルのダウンロード 

インターネット上に公開している時点で、公開しているファイル形式でダウンロード

されることを許諾していると考えられることから、必ずしも利用規約等に記載する必要

はない。 

○ 第三者への提供等 

二次利用者の自己責任のもとであれば、第三者への提供が許諾されることが望ましい。

なお、第三者への提供、閲覧・複製・頒布・貸与・販売等を禁止/制限する場合には、利

用規約等にその旨を記載すること。 

 

③ 無償提供 

防災・災害情報は、防災・災害対応等を目的として利用されるという性格を考慮し、無

償で提供されることが望ましい。インターネット上に無償で公開している時点で、当該情
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報が無償であることが明らかであることから、必ずしも利用規約等に記載する必要はない。 

ただし、情報の価値・性質によっては、有償で提供されるものもあると考えられる。有

償で提供する場合には、利用規約等にその旨を記載すること。 

 

④ 情報源の明示 

二次利用に活用する際に、情報源の明示を求める場合には、利用規約等にその旨を記載

すること。 

 

⑤ 情報の改ざん等の禁止 

 情報の改ざん・改変により、情報の正確性が損なわれると考えられる場合には、禁止/制

限事項として、利用規約等にその旨を記載すること。 

 

⑥ 著作物が含まれる場合 

インターネット上に公開している情報に著作物が含まれている場合には、著作権を有し

ていること、該当著作物を引用する際の出所の明示が必要であることから、利用規約等に

その旨を記載すること。また、公開している著作物について、複製、加工や第三者への提

供等を許諾する場合には、利用規約等にその旨を記載すること。 

さらに、著作者が自らの著作物の再利用を許可するという意思表示を簡易に行うものと

してクリエイティブ・コモンズ・ライセンス32（著作権の表示の義務、非営利目的での利用

の可否、改変の可否、ライセンス継承の義務等の要求事項の明示が可能）の利用も有効で

あると考えられる。 

 

2.5 情報公開後の留意事項 

情報の作成日時、更新日、更新頻度等について、情報を公開しているホームページに併

記することが望ましい。 

 

 

  

                                           

32 クリエイティブ・コモンズとは、一定の条件で自己の著作物等の利用を認めるためのライセンス方法など規定する

国際非営利機関で、これにより提案されるライセンス方法がクリエイティブ・コモンズ・ライセンスである。

（http://creativecommons.jp/licenses/） 
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第 III 部 二次利用編 

1. 防災・災害情報の二次利用の意義・メリット 

① 被災者や被災自治体等の意思決定支援 

防災・災害情報の二次利用が促進され、多くの地図がマッシュアップされて提供される

ことにより、被災者や被災自治体等に様々な情報が提供され、避難や災害対応など自らの

意思決定の判断材料とすることができる。 

例えば、被災者においては、避難所開設情報が提供されることにより、避難の判断の材

料とすることが可能となる。また、被災自治体においては、ライフライン復旧情報が提供

されることにより、復旧・復興に向けた対応方針を検討する材料とすることが可能となる。 

 

② 広域的な受援・応援の促進 

防災・災害情報が二次利用され、情報サービス事業者等によって地理空間情報としてイ

ンターネット上で提供されることにより、被災者や被災地等の対応に必要な情報が広く共

有され、広域的な受援・応援を促進することができる。 

例えば、被災地における救援物資状況が共有されることにより、被災地以外の地域にお

いて、被災地に必要な救援物資を判断し、優先度に応じた救援物資の輸送が可能となる。 

 

③ 住民による自助・共助の促進 

防災・災害情報が二次利用され、情報サービス事業者等によって地理空間情報としてイ

ンターネット上で情報サービス利用者、特に被災者である住民に広く提供されることによ

り、住民自らの災害対応の判断材料となって自助を促進するとともに、住民相互の共助を

促進することにつながると考えられる。 
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2. 防災・災害情報の二次利用に当たっての留意事項 

2.1 二次利用を行う際の留意事項 

(1) 二次利用する情報の確認 

情報サービス事業者等は、入手した公開情報について利用規約や注意事項等の有無を確

認すること。利用規約等が存在する場合には、内容を確認し、記載されている事項を遵守

しなければならない。 

 

① 原データの信頼性・品質の確認 

信頼できる機関からの情報か（情報源の確認）、情報の作成日時、更新日時等から、二

次利用に当たって適切な情報であることを確認すること。 

 

② 利用目的の確認 

利用規約等において、利用目的が示されている場合には、二次利用に当たっては、情報

公開者の意図する利用目的に沿ったものとしなければならない。なお、無償で情報が公開

されている場合は、利用目的が限定されている（商用利用の禁止等）ことが多いため、留

意すること。 

 

③ 資格要件の確認 

利用規約等において、利用者が限定されている場合には、二次利用に当たっては、資格

要件を満たしていることを確認すること。 

 

④ 許諾事項の確認 

利用規約等において、許諾を必要とする事項（検索、閲覧、ダウンロード、第三者への

提供等）が示されている場合には、二次利用に当たっては、当該事項に関する許諾を得る

こと。 

 

⑤ 禁止/制限事項の確認 

利用規約等において、二次利用に関する禁止/制限事項が示されている場合には、二次利

用に当たっては、当該事項を遵守すること。特に、元データの改ざん・改変は禁止されて

いることが多いため、留意すること。 
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⑥ 著作権の確認 

著作権の処理については、情報公開者によって異なっていると考えられる。利用規約等

において、著作物の取扱いが示されている場合には、求められている事項に適切に対応し

なければならない。 

なお、著作権の取扱いに関しては、利用規約等に明示されている場合と明示されていな

い場合があるが、明示されていなくても一般的な法令等に基づき適切に対応すること。 

 

⑦ 成果物の提出 

利用規約等において、二次利用した成果の提出が求められている場合には、提示されて

いる内容に従い、適切に対応すること。 

 

⑧ 免責事項の確認 

利用規約等において、二次利用に関して免責事項が示されていることがほとんどである

ため、二次利用に当たっては、免責事項について確認することが重要である。例えば、提

供する情報の利用により、利用者又は第三者が、直接又は間接的に被った損失・損害等に

ついて一切責任を負わない旨が示されている場合には、二次利用者の自己責任となること

に留意すること。 

 

⑨ 利用料の確認 

インターネット上において無償で公開されている情報は、二次利用する際も無償である

ことが多いが、二次利用の際（特に商用使用の場合）に利用料が求められる場合もあるた

め、利用規約等を確認すること。 

 

(2) 更新する場合の最新情報の利用 

応急対応期においては、水道の復旧率（参考資料を参照）や避難所の開設状況など刻々

と変化する状況に対応して同じ主題図の更新版が何度も作成され、提供されることが想定

される。 

このため、情報を二次利用して同じ主題図の更新版を提供する場合には、一度マッシュ

アップした情報（個別レイヤーの情報）を更新版の地理空間情報のマッシュアップに用い

るのではなく、元情報のタイムスタンプ（日付、時刻など）を確認し、その情報が更新さ

れている場合には、最新版の情報をマッシュアップに用いることが望ましい。 
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(3) 二次利用する情報の受け皿 

情報作成・保有者が、情報サービス事業者等による積極的な二次利用とサービス提供を

期待する場合には、情報を単にインターネット上に公開するだけではなく、情報サービス

事業者等へ情報を積極的に提供することが有効であると考えられる。 

また、情報サービス事業者等が二次利用に必要な情報を得るためには、必要な情報項目

（テンプレート）を予め示してくことで、第三者がデータの入力を行い易くなるというこ

とも考えられる。 

このため、情報サービス事業者等は、情報作成・保有者からの情報の提供を受ける場と

して、また、必要な情報項目（テンプレート）を示して第三者にデータ入力してもらう場

として、インターネット上のサイトに受け皿を設けることが有効であると考えられる。 

 

2.2  二次利用したサービスを地理空間情報として提供する際の留意事項 

(1) サービス提供に当たっての留意事項 

情報サービス事業者等が、マッシュアップなど防災・災害情報の二次利用を行い、地理

空間情報としてインターネット上で情報サービス利用者に提供する際に留意すべき事項と

しては、以下に示すものが考えられる。 

 

① 自己責任の原則 

サービス提供のスピードと情報の精度はトレードオフの関係にある場合が多い。その選

択は情報サービス利用者に帰すべきものであると考えられることから、情報サービス利用

者は、本人の自由意思に基づいて情報を利用し、利用によって生ずるいかなる結果に対し

ても情報サービス利用者本人が責任を負う、自己責任が原則である。 

 

② サービス提供のスピードと情報の多様性 

応急対応期においてマッシュアップされる情報の中には、復旧・復興に向けて必要な被

害想定結果に係る情報など正確な実被害情報が得られる前であっても必要な情報がある。 

このため、マッシュアップされた情報のサービス提供に際しては、情報の精度よりも、

サービス提供のスピードや数多くの種類の主題図の提供など情報の多様性が重要となる場

合がある。 

 

③ 情報サービス利用者による利用（マッシュアップ）の自由の原則 

マッシュアップのちからの源泉は、複数の異なる機関から提供される情報を組み合わせ
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ることにより、それぞれの機関に閉じていては気づくことができない新しい意味・価値を

生み出すことである。 

このため、情報サービス事業者等が提供する情報について、特定の情報とのマッシュア

ップを禁止するといった利用の制限はできる限り設けるべきではなく、情報サービス利用

者が自由にマッシュアップを行うことができる利用の自由を原則とすべきである。 

 

④ 情報源及びシミュレーション根拠の明示 

情報サービス事業者等から提供された情報の利用や利用によって生ずる結果については、

情報サービス利用者の自己責任となることから、情報サービス利用者が情報の信頼性等を

判断できるよう、情報サービス事業者等がマッシュアップに利用したデータの情報源や被

害想定結果などのシミュレーションに際しての根拠を明示する必要がある。 

なお、マッシュアップした地理空間情報を更新して提供する際に最新の情報が用いられ

ているのか、また、情報サービス利用者がマッシュアップする際に必要な情報がどこにあ

るのか確認する場合に、情報源が明示されていることが重要である。 

 

⑤ 標準的技術の採用 

マッシュアップについて、多くの人々が日本各地で、世界各地で、情報作成に参画し、

被災地に情報を提供することにより、被災地における情報処理の負担を軽減することが可

能となる。 

このため、広域的な受援・応援を円滑に実現できるよう、マッシュアップに用いるファ

イル形式や作業ツールなどについて、使い勝手が良く利用者の多い標準的なもの（ＧＭＬ

やＫＭＬ等）を採用することが望ましい。 

 

⑥ 無償での情報提供 

情報サービス事業者等によってマッシュアップされた情報について、平常時であれば有

償でのサービス提供も考えられるが、応急対応期においては、多くの場合、ボランティア

的な活動の一環として無償でのサービス提供が行われることが想定される。 

情報サービス事業者等が無償でサービス提供できる背景には、民間も含めて様々な機関

からマッシュアップに必要な基図やツールなどが無償で提供されていることがある。ただ

し、このような無償協力は時限的であることが多いことから、情報サービス事業者等によ

る無償でのサービス提供期間も有限であり、これまでのケースでは発災後 1～2 年である場

合が多い。 
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なお、有償でサービス提供を行う場合には、有償とする代わりに、提供した情報の更な

るマッシュアップを認めるなど情報の二次利用を促進し、災害対応への貢献を促進する仕

組みとすることが望ましいと考えられる。 

 

(2) 利用規約等の作成 

情報サービス事業者等は、サービス提供に当たっては、利用規約や注意事項等を作成し、

二次利用したサービスを提供する際には、利用規約等も公開した上で、サービスを提供す

ることが望ましい。 

 

① 利用規約等に盛り込むべき基本的な項目 

ASP･SaaS 事業者等が情報サービス提供者となる場合、利用規約等の作成に当たっては、

「クラウドサービスの安全・信頼性に係る情報開示指針」33を参照すること。 

当該指針を踏まえ、利用規約等に盛り込むべき基本的な項目としては、以下に示すもの

が考えられる。 

 

1）サービスの種類・内容 8）免責事項 

2）サービスの品質 9）禁止事項 

3）サービスのセキュリティ対策 10）著作権等の権利関係 

4）サービスの変更・停止・終了 11）個人情報の取扱い・保護関係 

5）サービスのサポート体制 12）その他法的事項 

6）サービスの会員登録 

7）サービスの料金・決済方法 

 

1） サービスの種類・内容 

提供するサービスの種類や内容を明示する。 

 

2） サービスの品質 

提供するサービスについて、情報サービス利用者が品質を判断するに際して参考とな

る情報を明示する。 

                                           

33 「ASP・SaaS の安全・信頼性に係る情報開示指針」（総務省 平成 19 年）、「データセンターの安全・信頼性に係

る情報開示指針（第 2 版）」（総務省 平成 23 年）及び「IaaS・PaaS の安全・信頼性に係る情報開示指針」（総

務省 平成 23 年）を合わせて「クラウドサービスの安全・信頼性に係る情報開示指針」と総称している。 
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3） サービスのセキュリティ対策 

提供するサービスについて、どのようなセキュリティ対策を講じているかを明示する。 

 

4） サービスの変更・停止・終了 

提供するサービスについて、内容の変更、停止、終了の条件・可能性や対処方法につ

いて明示する。 

 

5） サービスのサポート体制 

サービスのサポート体制について、サービス窓口の情報（営業日時、サポート範囲・

手段等）、サービス保証の情報（事故発生時の責任と補償範囲）について明示する。 

 

6） サービスの会員登録 

サービス利用のために会員登録が必要な場合には、登録の手続き、留意事項、退会方

法等について明示する。 

 

7） サービスの料金・決済方法 

提供するサービスを有償とする場合には、料金及び決済方法について明示する。 

 

8） 免責事項 

情報の二次利用に当たっては、自己責任が原則であることから、免責事項を明示する。 

 

9） 禁止事項 

情報サービス利用者に対する禁止事項を明示する。禁止事項としては、以下に示すも

のが想定される。 

・権利侵害等に係る禁止事項 

・社会的な禁止事項 

・当該サービスに対する禁止事項 

 

10） 著作権等の権利関係 

提供するサービスについて、著作権等の権利関係が含まれている場合には、留意事項

を明示する。留意事項としては、以下に示すものが想定される。 

・著作権に係る留意事項 
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・地図情報を利用する場合の留意事項 

・情報源者が課す留意事項 

 

11） 個人情報の取扱い・保護関係 

応急対応期においては、基本的に個人情報の取扱いを想定していないが、個人情報が

含まれる場合には、その取扱いと保護に係る事項を明示する。当該事項としては、以下

に示すものが想定される。 

・個人情報の種類、入手方法等 

・個人情報の利用目的 

・個人情報の第三者への開示の範囲・目的等 

・個人情報保護の方針・措置 

・個人情報の利用者による確認・訂正の方法 

 

12） その他法的事項 

情報サービス利用者との間で生ずる紛争等の第一審の管轄裁判所、規約に関する準拠

法について明示する。 

 

② 無償でサービスを提供する場合 

応急対応期におけるサービス提供については、基本的にはボランティア的な活動の一環

として無償でサービス提供が行われることが想定される。 

無償でサービス提供を行う場合に、利用規約等に盛り込むべき項目としては、以下に示

すものが考えられる（EMT の例より）。 

 

○MashUp が対象とする情報の範囲  

それぞれの機関や個人が自らの専門性を活かして，災害対応や復興に役立つ情報を

自らの責任でインターネットに公開することが前提である 

MashUp には下に述べる３つの場合が存在するが，本規程は 1）及び 2）の場合に

ついて適用される。  

1）インターネット上の情報同士を組み合わせる 

2）インターネット上の情報と自組織が作成した情報を組み合わせる 

3）自組織が作成した情報同士を組み合わせる 
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○使用権の公開  

インターネット上に情報を公開した段階で、その情報についての二次使用権を社会

に対して許諾したと理解する。 

従って、誰でも自由にその情報を利用することができる。 

○著作権の維持  

情報の利用者は，その情報を利用するにあたって、情報源を常に明示する義務を負

う。 

○自己責任の原則  

情報の利用者は本人の自由意思に基づいてその情報を利用する。 

情報の利用によって生ずるいかなる結果に対しても情報の利用者が責任を負う。 

情報の提供者は情報の利用によって生ずるいかなる結果に対しても一切の責任を負

わない。 

 

 

(3) 情報提供の方法に関する留意事項 

① 基図情報とコンテンツ情報にレイヤーを分けたサービス提供 

マッシュアップした地図情報の提供に当たっては、地図の背景となる基図情報とコンテ

ンツ情報（基図情報に重ね合わせるハザード、社会資産、災害対応など）のレイヤーを分

けて提供する場合と基図情報とコンテンツ情報を合わせて一体の地図情報（PDF など）と

して提供する場合が考えられる。 

基本的には、情報サービス利用者が、自らのニーズに応じてマッシュアップ可能な情報

が得られるよう、基図情報とコンテンツ情報のレイヤーを分けてサービス提供を行うこと

が望ましい。 

なお、情報サービス事業者等が有償で情報提供を行う場合など、情報サービス利用者へ

提供した情報の再利用を制限するため、レイヤーを分けずに一体の地図情報（PDF など）

として提供することもある。 

 

② マッシュアップ情報へのタイムスタンプ（日付、時刻など）の付与 

状況が刻々と変化する応急対応期においては、マッシュアップされた地図情報を利用す

るに当たり、地図情報がいつ時点のものなのかという情報が特に重要である。また、変化
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する状況に対応し、同じ主題図を更新して提供することが想定されるが、更新された同じ

主題図の前後関係を知るためには、日付、時刻などが必要となる。 

したがって、マッシュアップされた地図情報については、日付、時刻などのタイムスタ

ンプを付与することが望ましい。 

 

③ サービス提供範囲の選択と制限 

情報サービス事業者等が情報作成・保有者から依頼されてマッシュアップを行うケース

も想定される。この場合、サービスを利用するのは、マッシュアップを依頼した情報作成・

保有者に限定されることもあり得る。 

したがって、基本的には、マッシュアップした地図情報は、インターネット上で情報提

供されることを想定しているが、必ずしも全てのサービス利用者に等しく利用できるもの

として無制限に提供される必要がないサービスもあるものと考えられる。 

このような場合には、マッシュアップを行った情報サービス事業者等によって、提供さ

れる地図情報ごとに、情報サービス利用者が選択・制限されることもある。 

 

(4) 情報サービス利用者の使い易さへの配慮 

① 基図情報とコンテンツ情報を組み合わせた地図情報としてのサンプルの提示 

地図情報の提供に当たっては、情報サービス利用者がマッシュアップできるよう基図情

報とコンテンツ情報にレイヤーを分けたサービス提供が望ましいが、個別のレイヤーの情

報だけでは、何を意味するのか、どのように使ったらいいのか、情報サービス利用者が理

解できず、活用されないことが懸念される。 

このため、情報サービス事業者等が、ポータルサイト等を通じて情報サービス利用者へ

情報を提供する場合には、基図情報とコンテンツ情報を組み合わせた地図情報として表示

したサンプルの提示を行うことが望ましい。 

 

② 関連した主題図ごとに分類するなど工夫したサービス提供 

応急対応期においては、刻々と変化する状況に対応して多くの地図が作成・提供される

ことから、どこにどのような主題図が存在し、どの基図情報とコンテンツ情報でレイヤー

が構成され、どれが最新のものなのかなど情報サービス利用者が把握できるよう整理して

提供する必要がある。 

このため、情報サービス事業者等が、ポータルサイト等を通じて情報サービス利用者へ

情報を提供する場合には、関連した主題図ごとに分類するなど利用し易い工夫を行うこと
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が重要である。 

 

③ 情報サービス利用者がマッシュアップできる環境の提供 

マッシュアップのちからは、異なる情報を組み合わせることにより、新しい意味・価値

を生み出すことであり、情報サービス事業者等がマッシュアップして提供した地図情報も

新たなマッシュアップの材料となるものである。 

情報サービス事業者等が、ポータルサイト等を通じて情報サービス利用者へ情報を提供

する場合には、二次利用の促進を図るため、基図情報とコンテンツ情報に加え、情報サー

ビス利用者が保有するコンテンツ情報を活用して更にマッシュアップできる環境をポータ

ルサイト上で提供することが重要である。 
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参考資料 ＥＭＴ（Emergency Mapping Team：東北地方太平洋沖地震緊急地図作成チ

ーム）の取組み事例 

 

参考図表１ ＥＭＴの概要（出典：ＥＭＴ） 
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参考図表２ ＥＭＴにおけるマッシュアップの流れ（出典：ＥＭＴ） 

 

 

参考図表３ ＥＭＴで作成した地図（出典：ＥＭＴ） 
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参考図表４ マッシュアップにより作成した地図の事例（出典：ＥＭＴ） 

－ 避難所の位置と水道復旧率の関係 － 

 

－ 水道の復旧率 － 

 


